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　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007年から毎年実施している「働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査（Japanese L i fe Course Pane l Surveys）」の2015年調査から、非認知
的スキルと社会経済的達成、雇用形態と仕事の負担、未婚と関連する意識、資産の不平等という4
つのテーマを分析した。知見は次のとおりである。第1に、勤勉性、まじめさ、忍耐力という非認
知的スキルは、個人の所得にプラスの効果を持っており、特に男性において大きい。非認知的スキ
ルは高い学歴につながることによって、高い所得をもたらしている。第2に、正規・非正規雇用者
間の報酬格差は、「突然の残業や休日出勤の有無」を理由として説明されることがある。しかし、両
者におけるこの差は男女ともに実際はそれほど大きくない。第3に、2007年時点に持っていた結
婚や家族に関する意識が、その後に結婚を促進するか阻害するかに影響している。男女ともに、「結
婚している方が幸せ」と思っていた人々は、その後に結婚をしやすくなっている。第4に、人々が
保有する資産の総額には、大きなばらつきがみられ、「1000万円以上3000万円未満」の人々がもっ
とも多い。また、親から相続・贈与を受けるかどうかや持ち家の獲得など、資産形成は世帯形成と
の密接な関連がみられる。1
【注：当稿は9月号前編、10月号後編として２カ月に分けて紹介する】

1本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ　
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1.はじめに
東京大学社会科学研究所は、「働き方とライフ

スタイルの変化に関する全国調査」（J a p a n e s e 
L i f e C o u r s e P a n e l S u r v e y － J L P S）を
2007年から継続して実施している。調査の対象
となっているのは、2007年に20歳から34歳の
若年と35歳から40歳の壮年の２つのグループ
である。2007年以降これらの回答者を毎年1回
追跡して調査している。従業先・職業・役職な
どの働き方、交際・結婚・出産などの家族形成、
起床・就寝時間などの生活時間、健康状態、投
票や政治に関する意見や態度などについての質
問を毎年尋ねているので、1年間の変化を跡付け
ることができる。

2007年の第1回調査（1月から4月）では、若
年者3367名、壮年者1433名から回答を得る
ことができた。その後毎年1月から3月に追跡調
査を実施してきた。調査を継続していくと脱落
のため回答者が少なくなっていくので、2011年
にはサンプルを補充し、同年齢の24-38 歳（若
年）と39-44 歳（壮年）の対象者、712名（若年）、
251名（壮年）を追加し、その後追跡している。
2015年1月から3月には、継続サンプルは第9
回調査を、追加サンプルは第5回調査を実施した。
継続サンプルについては、若年者1931名（アタッ
ク総数に対する回収率81%）、壮年者974名（同
回収率88%）から回答を得た。追加サンプルに
ついては、若年者459名（同回収率66％）、壮年
者188名（同回収率75%）から回答を得た。継続
サンプルは、調査票の郵送配布、中央調査社の
調査員による訪問回収を基本としているが、追
加サンプルは、郵送配布郵送回収のため、回収
率が全般的に低くなっている。

この報告では、2015年1月から3月に実施し
た継続と追加サンプルの調査を合体し、若年と
壮年も断りがない限り一緒にして分析をした。(1) 
非認知的スキルの経済的効用、 (2) 正規・非正規
の雇用形態の違いと仕事の負担、 (3) 結婚・家族・
ジェンダーに関する意識や未婚理由とその後の結
婚行動の関連、 (4) 資産とその相続・贈与の不平
等という４つのトピックについて分析している。

（石田浩）

2.　非認知的スキルと社会・経済的達成
IQ、計算力、論理力といった認知的スキルが、

個人の社会・経済的な成功と関連していること
は、すでに広く知られている。しかし、最近の
研究では、勤勉性、忍耐力、従順さ、などの非
認知的な特性についても、社会・経済的な達成
と関連のあることが報告されている（B o w l e s , 
Gint i s , and Osborne 2001; Heckman and 
Rubins te in 2001; Heckman, St ix rud , and 
U r z u a 2006; J e n c k s 1979）。そこで、2015
年の調査では、非認知的特性を測定する調査項
目を取り入れた。下記の項目である。

あなたが中学生の頃、次のようなことは、
どのくらいあてはまりましたか。

A. 少し体調が悪かったり、休んでよい理
由があっても、できるだけ毎日学校に通う
よう努力した

B. 学校で、自分が好きではない勉強にも
全力で取り組んだ

C. なかなか成果が出なくてもあきらめず
に、しっかり勉強を続けた

それぞれの項目について、「１. あてはまる」「２. 
どちらかといえばあてはまる」「３. どちらかと
いえばあてはまらない」「４. あてはまらない」の
4段階で回答してもらった。Aを「勤勉性」、Bを

「まじめさ」、Cを「忍耐力」と呼ぶことにする。
これらの非認知的スキルは、中学生の頃の特性
だが、その後のライフイベントにより変化する
ことはないことを仮定している（C o b b - C l a r k 
and Schurer 2012）。

　
(1)非認知的スキルと所得の関連

非認知的スキルは、人々の所得とどの程度関
連しているのだろうか。非認知的スキルの度合
い別に個人の平均年間所得を計算すると、図1
のようになる。今回測定したすべての非認知的
な特性が、所得と関連していることがわかる。「勤
勉性」では、最も高いグループ（「１. あてはまる」）
と最も低いグループ（「４. あてはまらない」）の違
いは、65万円、「まじめさ」では73万円、「忍耐力」
では75万円の差がついている。
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(2) 非認知的スキルと所得の関連の男女差
図2と図3は男女別に、非認知的スキルと所

得の関連を見たものである。非認知的スキルに
よる所得の違いは、男性の方が女性よりも明ら
かに大きいことがわかる。非認知的スキルの「最
も高いグループ（「１. あてはまる」）と最も低いグ
ループ（「４. あてはまらない」）の違いは、「勤勉
性」では、男性136万円に対して女性25万円、「ま
じめさ」では、男性198万円に対して女性44万円、

「忍耐力」では、男性189万円に対して女性54万
円、の差がついている。この男女差が生じるひ
とつの理由は、女性で働く人の半分弱がパート・
アルバイト・派遣などの非正規雇用に従事して
おり、非認知的スキルによる違いが直接所得に
反映されないような雇用形態にあることによる。

しかし、正規雇用の女性就業者に限ってみて
も、非認知的な特性の差による所得格差は若干

大きくなるが、男性に見られるほどの格差はな
い。このことは、評価・査定が反映されにくい仕
事（「一般職」と呼ばれる仕事）に女性が多く従事
していること、雇用主による非認知的スキルに対
する評価が、男性と女性では異なることを示唆
している可能性がある。つまり非認知的スキルと
所得の関連は、非認知的スキルが高ければそれ
が所得にストレートに反映されるのではなく、仕
事の特性や制度の違い、上司や雇用主による評
価などが影響を与えている可能性がある。

(3)非認知的スキルと所得の関連は何により説明
されるのか

非認知的スキルにより生じる所得の違いは、
生れ落ちた家庭環境と本人が達成した学歴の違
いにより説明されるのかを検証する。非認知的
スキルが高い人は、より恵まれた家庭環境に育っ

図 1　非認知的スキル別の平均所得（単位：万円）

図 2　非認知的スキル別の平均所得（男性・単位：万円）
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てきた傾向があり、非認知的スキルの所得への
効果は、恵まれた家庭環境により説明される可
能性がある。さらに非認知的スキルが高い人は、
より高い学歴レベルを達成する傾向があり、高
い学歴は高所得と結びついている。このため達
成した学歴を統制すると、非認知的スキルによ
る違いは減少する可能性がある。

非認知的スキルを測定する「A勤勉性」「Bま
じめさ」「C忍耐力」それぞれの質問について4
段階の回答を、「１. あてはまる」「２. どちらか
といえばあてはまる」と回答した人を非認知的ス
キルの高いひと、「３. どちらかといえばあては
まらない」「４. あてはまらない」とした人を非認
知的スキルの低いひとと区別した。この２つの
グループの間の所得の違いを他の変数をコント
ロールしたときにどのように変化するかを調べ
たのが図4から図6である。

一番左の1のバーが他の変数を何もコントロー
ルしない総効果を示す。真ん中の２のバーは、
年齢・年齢２乗、父学歴、母学歴、家庭の豊か
さ、本の数といった家庭的背景変数をコントロー
ルしたときの非認知的スキルの効果、最後の３
のバーは、さらに学歴をコントロールしたとき
の非認知的スキルの効果を表す。

男性では家庭環境の変数をコントロールする
ことで、非認知的スキルであるA勤勉性、Bまじ
めさ、C忍耐力の効果は、10-15％ほど減少する。
女性については、家庭環境の変数をコントロー
ルすることで、非認知的スキルの効果は4-13％
ほど減少する。男女ともに非認知的スキルの効
果は、概ね生れ落ちた家庭環境からは独立して

図 3　非認知的スキル別の平均所得（女性・単位：万円）
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いると考えることができる。
真ん中の２のバーと最後の３のバーを比較す

ると、学歴をコントロールすることにより、非
認知的スキルの効果は男性の場合3割（A勤勉性）
から5割（Bまじめさ、C忍耐力）ほど減少する。
女性の場合には、その効果はA勤勉性で4割、B
まじめさでは8割、C忍耐力では5割ほど減少す
る。この結果は、非認知的スキルが所得に効果
があるのは、非認知的スキルが学歴達成に影響
を与え、より良い学歴がより高い所得と関連し
ているからであることを示している。特に女性
のまじめさは、学歴取得を通して高い所得へと
繋がっている。

しかし、男性の場合には非認知的スキルによ
る違いは学歴をコントロールしても依然として
統計的に有意であり、実質的にも大きい。つま
り同じ学歴レベルの男性の間でも、非認知的ス
キルの大小により所得に有意な違いが生じるこ
とがわかる。さらに男女ともに、学歴と非認知
的スキルの交互作用は確認されず、学歴レベル
によって非認知的スキルの効果に違いがあるわ
けではない。どの学歴レベルの人にとっても非
認知的スキルは、所得を上昇させる効果があり
そうである。　
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（石田浩）

3. 雇用形態と仕事の負担：正社員ほど突然
の残業・休日出勤が多いのか？

日本では近年、非正規雇用の増加が社会問題
となっている。正規雇用と非正規雇用の間には、
雇用の安定性の格差だけでなく、賃金水準など
の報酬面でも大きな格差が存在していることが、
日本の非正規雇用問題をより深刻なものとして
いる理由の1つと考えられる。

このような正規／非正規雇用間の報酬格差の
一部は、「正規の従業員には突然の残業などが命
じられ、それに従うことが期待されるが、非正規
の従業員はそれを免除される2」という位置付け
の相違に基づいているといえるだろう。非正規の
従業員は仕事の負担がより軽く、勤務時間の融
通も利きやすいことなどが、正規の従業員と比較
しての報酬水準の低さを理由付ける根拠の1つと
なっていると考えられるのである（有田 2016）。

では調査データを通じても、そのような負担の
相違は確認できるのであろうか。すなわち、実際
に正規の従業員ほど「突然の残業」などが命じら
れることが多く、非正規雇用はそれが少ない、と
いう顕著な違いが存在しているのであろうか。

JLPSの2015年調査には、就業者の勤務の時
間やその負担を調べるため、「始業・就業時間が
毎日一定している」「始業・就業時間が日によっ
て違う」「裁量労働である」「夜勤・当直・宿直
がある」「突然の残業がある」「突然の休日出勤
がある」という選択肢のうちあてはまるものをす
べて選ぶ、という質問がふくまれている。この
うち、勤務時間面での負担や義務にかかわる項
目として「突然の残業がある」と「突然の休日出
勤がある」に焦点をあて、雇用形態別、あるいは
性別・職業別にこれらの項目への回答をみてい
こう3。

2さらに勤務地転換（転勤）や職種転換などを含めて、日本の正社員は「包括的な人事権」に服するこ
とが期待されているとされる（労働政策研究・研修機構 2013）。
3項目の中には「始業・就業時間が毎日一定している」「始業・就業時間が日によって違う」という、必

ずどちらか一方は選択されるべき正反対の内容のものが含まれていることを利用し、あてはまる項目
が 1 つもないケース（60 ケース）は無回答と判断して、分析から除外した。
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 図7は、すべての就業者4に関して、突然の残業、
あるいは突然の休日出勤があると答えた比率を性
別に示したものである。これによれば、男性では、
就業者の33.1%が突然の残業が、また21.6%が
突然の休日出勤があると答えている。女性の場合
は概して男性よりその比率が低いものの、それで
もそれぞれ22.8%、8.3%の対象者が突然の残業、
あるいは休日出勤があると答えている。

次に、対象を被雇用者に限定し、雇用形態
別に結果を示したものが図8と図9である。ま
ず男性について示した図8をみると、突然の残
業があると答えた比率は、正社員・正職員では
35.2%であるのに対し、パート・アルバイト・契約・
臨時・嘱託（以下「パート等」）では29.0%、派遣

社員では31.6%とそれより若干低い。突然の残
業があると答えた比率は、確かに正社員の方が
やや高いものの、その違いは際立って大きなも
のとはいえないだろう。一方、突然の休日出勤
の有無についてみると、こちらは正社員とその
他の従業員の間にもう少し大きな差があらわれ
ており、正社員の比率が22.2%であるのに対し、
パート等は14.0%、派遣社員は5.3%と低い。

次に女性について示した図9をみると、突然
の残業があると答えた比率は、正社員が28.8%
であるのに対して、パート等は18.3%、派遣社
員は21.6%と、男性の場合よりも大きな差が生
じている。これに対して「突然の休日出勤」はい
ずれも1割弱となっており、雇用形態による差が
ほとんどない。このように、女性の場合は「突然
の休日出勤」よりも、「突然の残業」の有無に関し
て、正規と非正規の従業員の間に差が生じてい
るといえる。

ただし、以上のような正規と非正規の従業員
の間の相違は、「もともとパートやアルバイトは、
突然の残業・休日出勤が多い職種で多く用いら
れている」というように、雇用形態間での職種構
成の違いを要因として生じている可能性も否定で
きない。このような可能性を考慮し、職種別に正
社員とパート等の突然の残業／休日出勤比率を
示したのが、表1である5。この表をみると、突

33.1%

21.6%
22.8%

8.3%

突然の残業あり 突然の休日出勤あり
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35% 男性 (N=1,307)

女性 (N=1,461)

図 7　突然の残業・休日出勤がある比率（性別）

図 8　雇用形態別にみる突然の残業・休日出勤（男性）
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28.8%

9.2%

18.3%

7.8%

21.6%

7.8%

図 9　雇用形態別にみる突然の残業・休日出勤（女性）

4ただし分析の性格上、「裁量労働である」と答えたケースは分析対象から外した。これは以降の分析に
関しても同様である。
5十分なサンプル数が得られない派遣社員は結果表から除き、直接雇用の非正規従業員（パート等）と

正社員の値のみを示している。
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然の残業や休日出勤があると答える比率は確かに
職種間で異なっており、男性の場合は生産技能・
運輸・保安職6で、女性の場合はさらに販売・サー
ビス職でも、これらの比率が高いことがわかる。

しかしこの表から同時に読み取れるのは、正
社員とパート等の間の突然の残業／休日出勤比
率の差の大きさも、職種毎にかなり異なってい
るという事実である。男性の場合、専門技術・
管理・事務職では、突然の残業、休日出勤の比
率とも、正社員とパート等の間に10ポイント以
上の開きがある。これに対し、販売・サービス
職では両者の開きがほとんどみられず、販売・
サービス職ではパートやアルバイトなど非正規
の従業員であっても、突然の残業や休日出勤が
命じられ、実際に応じている就業者の比率は正
社員とほとんど変わらないことになる。一方女
性の場合は、同じ販売・サービス職でも、突然
の残業があるとする比率は、正社員とパート等
の間で10数ポイントの開きがあり、また突然の
休日出勤の比率も9ポイントほど開きがある7。

以上をまとめれば、突然の残業、あるいは突
然の休日出勤があるとする比率は、確かに正規
の従業員と非正規の従業員の間で一定の差があ
るものの、その差は際立って大きなものではな
いといえるだろう。また職種別に検討すると、

男性の場合、販売・サービス職など、比較的非
正規雇用が多い職種において、正規と非正規の
従業員の間の差が小さいようにみえる。これら
の職種においては、非正規の従業員の仕事の負
担・義務が正規の従業員のそれとかなり似通っ
ており、両者間の報酬格差を理由付ける根拠の
1つと考えられる「正規の従業員には突然の残業
命令に従うことが期待されるが、非正規の従業
員はそれから免除される」という位置づけの相違
は、かならずしも現実を適切に反映したもので
はなくなってしまっているのかもしれない。今
後は、個別の企業の事例研究などを通じて、以
上の知見の妥当性をさらに詳細に検討していく
必要があるものと考えられる。
【以下、10月号に続く】

[引用文献]
有田伸，2016，『就業機会と報酬格差の社会

学――非正規雇用・社会階層の日韓比較』東京
大学出版会．

労働政策研究・研修機構、2013，『「多様な正
社員」の人事管理――企業ヒアリング調査から』
労働政策研究・研修機構．

（有田伸）

表 1 職種別・雇用形態別にみる突然の残業／休日出勤の有無

男　　性 突然の
残業あり

突然の
休日出勤あり N

専門技術・管理・
事務職

正社員・正職員 34.3% 19.8% 475
パート・アルバイト・契約・臨時・嘱託 20.0% 8.0% 25

販売・サービス職
正社員・正職員 24.2% 17.0% 182
パート・アルバイト・契約・臨時・嘱託 25.0% 15.6% 32

生産技能・運輸・
保安・その他職

正社員・正職員 42.2% 28.0% 353
パート・アルバイト・契約・臨時・嘱託 36.0% 16.0% 50

女　　性 突然の 
残業あり

突然の
休日出勤あり N

専門技術・管理・
事務職

正社員・正職員 28.1% 7.7% 520
パート・アルバイト・契約・臨時・嘱託 18.0% 5.9% 338

販売・サービス職
正社員・正職員 35.8% 17.9% 67
パート・アルバイト・契約・臨時・嘱託 17.8% 8.7% 219

生産技能・運輸・
保安・その他職

正社員・正職員 26.1% 13.0% 46
パート・アルバイト・契約・臨時・嘱託 20.2% 11.8% 119

6農林漁業や「その他」も含む。
7もちろん、一部のカテゴリーはサンプル数が十分に多くないことから、以上の結論も暫定的なものと

なる。
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8月の時事世論調査
8月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比0.2ポ
イント減の47.2%、不支持率は0.9
ポイント減の32.0％だった。

調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で8
月4日から7日に実施。有効回収

（率）は 1,286（64.3％）。

この時期の国内の動きは、
英半導体ARMをソフトバンク

が買収：ソフトバンクグループ
は英国の半導体設計大手A R M
ホールディングスを買収するこ
とで合意したと発表。買収総額
は約3．3兆円で、日本企業によ
る買収としては過去最大規模（7
月18日）。

知的障害者19人を刺殺：相模
原市緑区の障害者施設に刃物を
持った男が未明に侵入し、刺さ
れた19人が死亡、重症13人を
含む26人が負傷した（7月26日）。

平均寿命過去最高：2015年の
日本人の平均寿命は、女性87.05
歳、男性80.79歳で、いずれも
過去最高を更新した。世界第1
位は男女ともに香港で、日本は
女性が2位、男性は4位（7月27日）。

都知事に小池氏：舛添要一前
知事の辞職に伴う東京都知事選
挙は、政党推薦なしの小池百合
子元防衛相が、自民・公明など
が推薦した増田寛也元総務相、
野党統一候補でジャーナリスト
の鳥越俊太郎氏らを大差で破り、
初の女性都知事として当選を果
たした。投票率は、前回を13.59
ポイント上回る59.73％（7月31
日）。

28兆円の経済対策：政府は成
長力の底上げを図るため、総額

競技場で開会式が行われた。史
上最多の205カ国・地域が参加し、
期間は8月22日までの17日間（8
月5日）。

ロシア、パラリンピックは出
場できず：I P Cはロシアのパラ
リンピック委員会を資格停止処
分とし、9月7日からのリオデジャ
ネイロ・パラリンピックに同国選
手団は参加できないと発表。条
件付きで参加を認め、全面排除
はしなかったI O Cとは異なる判
断となった（8月7日）。

政党支持率　自民党は前月比
3.9ポイント減の25.3％だった。
民進党は1.7ポイント減の5.4％、
公明党は0.1ポイント増の4.1％、
共産党は0.4ポイント増の2.4%、
おおさか維新は1.1ポイント減の
1.4％。支持政党なしは58.9％で、
前月より6.4ポイント増加した。

国民の景気感　「良くなった」
は前月から1.0ポイント増加して
6.9％、「悪くなった」は0.2ポイ
ント増加して21.1％。時事世論
景気指数は前月比1ポイント増の
126となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月より0.1
ポイント減少して5.1％、「苦しく
なった」は0.7ポイント減少して
22.1％となった。

28兆円を上回る「未来への投資
を実現する経済対策」を閣議決定

（8月2日）。
改造内閣発足：安倍首相は第

三次安倍政権で2度目の内閣改
造を実施した。主要閣僚など8人
が留任、初入閣は8人で、女性
閣僚は3人を維持した。また、自
民党人事では、幹事長に二階俊
博・前総務会長が就任（8月3日）。

国外では、
アフガンで爆弾テロ：アフガ

ニスタンの首都カブールで、少
数民族ハザラ人の抗議デモを
狙った自爆テロがあり、少なく
とも80人が死亡、230人以上が
負傷と伝えられた（7月23日）。

Ｇ20財相会議閉幕：中国・成
都で開かれていた主要20カ国財
務大臣・中央銀行総裁会議が閉
幕し、英国のE U離脱問題など
について共同声明を発表（7月24
日）。

ロシア選手を全面排除せず：
I O Cは緊急理事会を開き、国家
ぐるみのドーピングが問題視さ
れるロシアのリオデジャネイロ
五輪への参加について、全面的
な参加禁止処分とはせずに競技
ごとの国際連盟に判断を委ねる
ことを決めた。世界反ドーピン
グ機関は、ロシア選手団の完全
排除を勧告していた（7月24日）。

南シナ海判決言及せず：ラオ
スで開かれていたA S E A N外相
会議で、南シナ海問題について
懸念と国際法順守を確認。仲裁
裁判所判決についての直接の言
及は、共同声明には盛り込まれ
なかった（7月25日）。

米大統領候補を正式指名：米
共和党大会で、大統領候補を決
める指名投票を行い、ドナルド・
トランプ氏を正式に指名（7月19
日）。一方、米民主党大会では、
ヒラリー・クリントン氏を指名。
同氏は米国史上初の主要政党か
らの女性大統領候補となった（7
月26日）。

リオ五輪開幕：南米初開催と
なるリオデジャネイロ五輪は、リ
オデジャネイロ市のマラカナン

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2008年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年
42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 126.0
15年 （７月）（８月）（9月）（10月）（11月）（12月） 16年

124 132 123 123 130 129
（１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（８月）

132 111 120 112 115 121 125 126
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